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参加申込書

当社は、「地域金融機関による事業承継ネットワーク構築支援事業」に係る参加Ｍ＆Ａ支援機関の募集への参加を申し込みます。

	
法人名

	

	
プラットフォーム名

	

	
所在地

	

	
代表者（職・氏名）

	　

	
担当部署

	

	
担当者（職・氏名）

	

	連絡先
	Tel
	

	
	E-mail
	

	URL
	



　
「『地域金融機関による事業承継ネットワーク構築支援事業』参加Ｍ＆Ａ支援機関募集要項」第５に記載の応募資格の要件をいずれも満たすことを表明し、保証いたします。
　　はい　／　いいえ


[bookmark: _Toc230264764]別紙２
企画提案書の記載事項


１　企画提案書を記載するうえでの前提
次の前提に基づき説明を行ってください。
（1） 地域金融機関の取引先事業者の第三者承継を支援することで、地域経済において大きな役割を果たす中小企業が保有する技術や人材の次世代への引継ぎを促進することを目的とすること。
（2） 東京都の補助金を活用した第三者承継支援に係る参加Ｍ＆Ａ支援機関として、「Ｍ＆Ａによる事業承継の普及」及び「丁寧な支援」といった観点から、業務フロー及び運営方針を整備・運用すること。

２　企画提案書（別紙３）への記載内容
	第１　本事業に係る姿勢等

	1 組織概要

	（1） 事業目的

	（2） 業歴・履歴

	（3） 過去２期の決算状況と今期の見込み

	（4） 組織体制

	（5） 経営者及び役員の経歴

	2 本事業の取組に対する姿勢

	（1） 本事業に係る基本姿勢

	1 Ｍ＆Ａによる事業承継支援を行うにあたっての基本方針、目的、理念
（Ｍ＆Ａによる事業承継を支援することについて、地域経済において大きな役割を果たす中小企業が保有する技術や人材の次世代への引継ぎを促進することに対する考え方など）

	2 効果的な事業承継支援につなぐための普及啓発への協力内容
（自らのＰＲの中で本事業のＰＲに協力ができる場合の具体的協力内容などの説明）

	3 Ｍ＆Ａに係る事業を運営するための法令等遵守状況
（中小企業庁「中小Ｍ＆Ａガイドライン」の遵守についての説明等）

	4 Ｍ＆Ａに係るプラットフォームの運営に対するノウハウ、専門知識、その他アピールできる能力

	（2） Ｍ＆Ａによる事業承継支援に関する実績

	1 事業開始年月日

	2 申請日現在の譲渡希望者及び譲受希望者の登録件数

	3 過去２年間の成約実績（件数）

	4 申請日現在の都内地域金融機関との連携件数および連携先金融機関名

	第２　参加Ｍ＆Ａ支援機関の事業

	1 支援の内容

	（1） 譲渡案件について、プラットフォーム掲載前後の支援方法

	（2） 支援対象者を幅広くＰＲする独自の取組

	（3） 成約手数料等の手数料体系

	第３　業務フロー及び運営方針

	1 本事業に取組むうえでの業務フロー及び運営方針についての説明

	（1） 譲渡希望事業者のプラットフォーム掲載時の審査方法
　　（支援対象者のＭ＆Ａに関する実現可能性や公序良俗性の確認）

	（2） トラブル発生時の対応
　　（Ｍ＆Ａによる事業承継支援における詐欺的行為など、トラブル発生時の対応など）

	（3） 譲受事業者の確認
（譲受事業者について、暴力団等の反社会的勢力を排除する方法など）



３　注意事項
（１）企画提案書の記載に当たっては、上記項目を全て盛り込んでください。
（２）企画提案書の作成等、提案参加に必要な経費は、応募者の負担としてください。
（３）応募書類は、いずれも返却しません。不要となった書類の廃棄については、事務局が責任をもって行います。
（４）必要と認める場合には、追加資料を徴求することがあります。
（５）応募書類に虚偽の記載があった場合は失格とします。
（６）企画提案書の様式は「別紙３　企画提案書」を使用してください。必要に応じ、様式の枠を拡大・縮小してください。ただし、Ａ４用紙１０枚以内におさめてください。
（７）企画提案書の各ページの下部には、ページ番号を１、２、３、…と付してください。
（８）事務局が必要資料を別途明確に要求した場合を除き、応募書類提出後の追加資料提出は一切認めないので注意してください。
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企画提案書
	第１　本事業に係る姿勢等

	１　組織概要

	（１）事業目的
	（記述欄）










	（２）業歴・履歴
	（記述欄）










	（３）過去２期の決算状況と今期の見込み
	
	○○年○月期
	○○年○月期
	○○年○月期
（見込み）

	売上高
	
	
	

	売上総利益
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期純利益
	
	
	

	総資産
	
	
	

	借入金
	
	
	

	純資産
	
	
	

	


説明



	
	
	


（注）設立から２期に満たない場合は、設立期以降すべての決算状況を記入してください。

	（４）組織体制
	（記述欄）











	（５）経営者及び役員の経歴
	役職名
	氏名
	略歴

	


	
	

	


	
	

	


	
	

	


	
	

	


	
	




	２　本事業の取組に対する姿勢

	（１）本事業に係る基本姿勢

	ア　Ｍ＆Ａによる事業承継支援を行うにあたっての基本方針、目的、理念
（Ｍ＆Ａによる事業承継を支援することについて、地域経済において大きな役割を果たす
中小企業が保有する技術や人材の次世代への引継ぎを促進することに対する考え方などの説明）
	（記述欄）









	
イ　効果的な事業承継支援につなぐための普及啓発への協力内容
（自らのＰＲの中で本事業のＰＲに協力ができる場合の具体的協力内容などの説明）
	（記述欄）







ウ　Ｍ＆Ａに係る事業を運営するための法令等遵守状況
（中小企業庁「中小Ｍ＆Ａガイドライン」の遵守についての説明等）
	（記述欄）







エ　Ｍ＆Ａに係るプラットフォームの運営に対するノウハウ、専門知識、その他アピールできる能力
	（記述欄）








	（2） Ｍ＆Ａによる事業承継支援に関する実績

	1 事業開始年月日
　　　　　　年　　　　月　　　　日

2 申請日現在の譲渡希望者及び譲受希望者の登録件数
譲渡希望者　　　　件　　　　　
譲受希望者　　　　件　　

3 過去２年間の成約実績（件数）
	
	R6/4～R7/3
	R7/4～R8/3
	合計

	件数（件）
	
	
	



　エ　申請日現在の都内地域金融機関との連携件数
　　　地方銀行　　件（金融機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　信用金庫　　件（金融機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　信用組合　　件（金融機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	第２　参加Ｍ＆Ａ支援機関の事業

	１　支援の内容

	（１）譲渡案件について、プラットフォーム掲載前後の支援方法
	（記述欄）







	（２）支援対象者を幅広くＰＲする独自の取組
（記述欄）






	（３）成約手数料等の手数料の体系
	（記述欄）




	第３　業務フロー及び運営方針

	１　本事業に取組むうえでの業務フロー及び運営方針についての説明

	（１）譲渡希望事業者のプラットフォーム掲載時の審査方法
　（支援対象者のＭ＆Ａに関する実現可能性や公序良俗性の確認）
	（記述欄）【フローチャートを添付可】





（２）トラブル発生時の対応
　（Ｍ＆Ａによる事業承継支援における詐欺的行為など、トラブル発生時の対応など）
	（記述欄）【フローチャートを添付可】





（３）譲受事業者の確認
（譲受事業者について、暴力団等の反社会的勢力を排除する方法など）
	（記述欄）【フローチャートを添付可】
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[bookmark: _Toc230264766]別紙４
誓　約　書

一般社団法人東京都信用金庫協会
一般社団法人東京都信用組合協会　御中


地域金融機関による事業承継ネットワーク構築支援事業（以下「本事業」といいます）への参加申込に当たり、当該申込により参加Ｍ＆Ａ支援機関候補者になろうとする者（代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。
あわせて、本事業を運営する一般社団法人東京都信用金庫協会及び一般社団法人東京都信用組合協会が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされることに同意いたします。


年　　月　　日


所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


＊　法人の実印を押印してください。
＊　この誓約書における「暴力団関係者」とは、例えば以下の者をいう。
　・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者
　・　暴力団員を雇用している者
　・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者
　・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者
　・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者　等
＊　本書の提出は、本事業の事務局業務の受託事業者である株式会社パソナ宛にお願いいたします。
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